
第13号様式（第19条関係）

森林開発行為計画書

年 月 日

京都府知事 様

開発計画者

住所（所在地）

氏名（名称）

京都府豊かな緑を守る条例第１９条第１項の規定により、下記のとおり森林開発行為の計

画について協議します。

記

森林開発行為に係る森林

の区域の所在場所 ほか 筆

森林開発行為に係る森林
平方メートル

の区域の面積

森 林 開 発 行 為 の 目 的

森林開発行為の計画概要 別紙の森林開発行為計画概要説明書のとおり

森林開発行為の着手予定
年 月 日

年月日

森林開発行為の完了予定
年 月 日

年月日

備 考

備考 １ 開発計画者の氏名は、法人にあっては、名称及び代表者の氏名を記載してくださ

い。

２ 面積は、実測面積としてください。

３ 「備考」には、この森林開発行為の施行に当たって法律又は条例の許可、認可そ

の他これらに準じる処分を必要とする場合に、その法律又は条例の名称及び根拠条

項を記載してください。



第14号様式（第19条関係）

森林開発行為計画概要説明書

１ 森林開発行為を行う者（開発計画者）

(1) 住所（所在地）

(2) 氏名（名称）

２ 森林開発行為の目的

３ 森林開発行為をしようとする土地

土地の所在 地目 実測面積 土地の権利 同意
区分

（地名及び地番） 登記 現況 （㎡） 権利者名 権利の種類 状況

森林開発

行為に係

る森林

森林開発

行為に係

る森林以

外

備考 １筆の一部について森林開発行為をする土地については、「土地の所在」にその地

番の一部であることを記載してください。

４ 森林開発行為を行う期間

年 月 日から 年 月 日まで（別添工程表のとおり）

５ 森林開発行為をしようとする土地の現況（説明）



(1) 地形

(2) 地質

(3) 気象

(4) 植生

(5) 森林施業の状況

(6) 土地利用の状況

(7) その他

６ 森林開発行為に関する工事の計画（説明）

(1) 主要防災施設の設置計画

番号 主要防災施設の名称 設置の目的 設置の箇所 構造図

備考 「設置の箇所」には防災施設配置図における施設番号を、「構造図」には防災施

設構造図における施設番号を記載してください。

(2) 土工計画

ア 土量

総捨土量 ｍ３

総切土量 ｍ３ 総盛土量 ｍ３ （場内処分） ｍ３

（場外搬出） ｍ３

捨土とは、森林開発行為に関する工事により発生した不要土砂のことをいいます。

イ 切土の施工基準等

(ｱ) 切土の順序

(ｲ) 土質ごとののり面のこう配、高さ、小段の設置幅



土 質 のり面のこう配 高 さ 小段の設置幅

(ｳ) その他

ウ 盛土の施工基準等

(ｱ) 地盤改良等の方針

(ｲ) 運土計画

(ｳ) 施工時期

(ｴ) 締め固めの方法

(ｵ) 材料ごとののり面のこう配、高さ、小段の設置幅

材料（土質） のり面のこう配 高 さ 小段の設置幅

(ｶ) その他

エ 捨土の施工基準等

(ｱ) 処分先の選定等

(ｲ) 地盤改良の方針

(ｳ) 運土計画

(ｴ) 施工時期

(ｵ) 締め固めの方法



(ｶ) 土質ごとののり面のこう配、高さ、小段の設置幅

土質 のり面のこう配 高 さ 小段の設置幅

(ｷ) その他

(3) のり面の崩壊防止対策

ア のり面保護の措置

(ｱ) 植生による保護

(ｲ) 人工材料による保護

イ よう壁の設置

ウ 小段の排水施設

(4) 排水計画

(5) 水害の防止に関する計画

(6) 森林復旧に関する計画（一時的利用の場合）

(7) 工事中の防災計画

ア 土砂流出防止対策に関する事項

イ 雨水対策に関する事項

(8) 付帯工事の計画

７ 土地利用計画

(1) 施設の規模及び概要

(2) 開発後の土地利用関係



土地の現況 森林 農地 計 比率
開発後の用途 （㎡） （㎡） （㎡） （％）

計

比率（％）

８ 資金計画

科 目 金 額（千円）

収

入

計

支

出

計

備考 「科目」については、収入にあっては自己資金、借入金、処分収入等の別に、支出

にあっては用地費、工事費、附帯工事費、事務費、借入金利息等の別に、その細目も

区分して記載してください（主要防災施設の設置に係る費用については必ず記載して

ください。）。

９ 法律又は条例の手続の状況

法律又は条例の名称 適用条項 手続の状況



10 森林開発行為に関する工事の施工者等

氏名又は名称及び住所 法律又は条例に基づく許可又は資格

工事施工者

現場管理者



第15号様式（第19条関係）

森林開発行為に関する施行同意書

開発計画者の住所（所在地）

及び氏名（名称）

森 林 開 発 行 為 の 目 的

上記の開発計画者が行う森林開発行為の施行について、異議なく同意します。

森林の所在場所 権利の種別 同意年月日 権利者の住所及び氏名 印

備考 １ 「権利の種別」は、所有権、永小作権、地上権、賃借権、質権、抵当権、先取特

権等の権利の別を記載してください。

２ １筆に係る所有が共有である場合は、各共有者が押印して同意したことを証する

共有者名簿を添付してください。

３ この同意書に併せて、同意者が、法人の場合にあっては同意する者がこの同意書

に基づく同意に係る代表権を有することを証する書類及び印鑑証明書、個人の場合

にあっては印鑑登録証明書を添付してください。



第16号様式（第19条関係）

森林開発行為の施行能力に関する申告書

年 月 日

京都府知事 様

申告者（開発計画者）

住所（所在地）

氏名（名称）

森林開発行為を行う者として、開発計画に係る森林開発行為を施行する能力について、次

のとおり申告します。

法律に 建設業法 資本金 万円

基づく 宅地建物取引業

登 録 その他 主たる取引金融機関

法 人 税 法人道府県民税 法人事業税 法人市町村民税 その他

納 （所得税） (個人道府県民税) （個人事業税） (個人市町村民税)

税 年度
（前年度）

額
年度

（前々年度）

従業員数 事務職 人 技術職 人 労務職 人 計 人

事業名 面積 許認可の日付 着工年月 工事費
施 行 箇 所

（工事名） （㎡） 及び番号 完了年月 （万円）

過去５年

間の森林

開発行為

に関する

実績

備考 この申告書には、次の書類を添付してください。

(1) 主たる取引金融機関の預金残高証明書又は融資証明書

(2) 協議をしようとする日の属する年の直前２年の各年度において賦課された各税の

種別ごとの納税証明書

(3) 協議をしようとする日の属する年の直前２年の各年度に係る貸借対照表及び損益

計算書（個人の場合にあっては、所得税の確定申告書の写し）



第17号様式（第19条関係）

森林開発行為に関する工事経歴書

京都府知事 様

工事施工者

住所（所在地）

氏名（名称） ,

工事名 施工箇所 注文者 工事金額 着工年月 完了年月

備考 １ この表は、協議をしようとする日の属する事業年度の直前の事業年度について記

載してください。

２ 建設業法に基づく建設業の許可を受けていることを証する書類、法人の登記事項

証明書及び印鑑証明書を添付してください。



第18号様式（第20条関係）

森林開発行為に係る協議の終了申出書

年 月 日

京都府知事 様

開発計画者

住所（所在地）

氏名（名称）

年 月 日付けで森林開発行為計画書を提出した下記の森林開発行為につい

て、開発計画に係る協議を終了したいので、京都府豊かな緑を守る条例第２１条第２項の規

定により申し出ます。

記

１ 森林開発行為に係る森林の区域の所在場所

２ 森林開発行為に係る森林の区域の面積

３ 森林開発行為の目的

４ 協議の終了を申し出る理由



第19号様式（第22条関係）

森林開発行為変更計画書

年 月 日

京都府知事 様

開発計画者

住所（所在地）

氏名（名称）

京都府豊かな緑を守る条例第２２条第２項において準用する同条例第１９条第１項の規定

により、下記のとおり森林開発行為の計画の変更について協議します。

記

協議終了通知書の日付

及び番号

森林開発行為に係る森林

の区域の所在場所 ほか 筆

森林開発行為に係る森林
平方メートル

の区域の面積

森 林 開 発 行 為 の 目 的

変 更 の 内 容

森林開発行為に関する工

事の期間

備 考

備考 １ 変更の前後が分かるように、変更前の内容は朱書で記載してください。

２ 当初の協議が終了した際の森林開発行為計画書の添付図書のうち、変更に係る図

書を、変更の前後が分かるように変更前の内容を朱書で記載の上、添付してくださ

い。

３ 面積は、実測面積としてください。

４ 「備考」には、この森林開発行為に係る計画の変更に当たって法律又は条例の許

可、認可その他これらに準じる処分を必要とする場合に、その法律又は条例の名称

及び根拠条項を記載してください。



第20号様式（第23条関係）

森林開発行為軽微変更届

年 月 日

京都府知事 様

届出者（協議を終了した者）

住所（所在地）

氏名（名称）

京都府豊かな緑を守る条例第２１条第３項の規定により協議終了通知書の交付を受けた森

林開発行為について、下記のとおり軽微な変更をしましたので、同条例第２２条第３項の規

定により届け出ます。

記

協議終了通知書の日付

及び番号

森林開発行為に係る森

林の区域の所在場所

変 更 の 理 由

変 更 の 内 容

備考 当初の協議が終了した際の森林開発行為計画書の添付図書のうち、変更に係る図書を、

変更の前後が分かるように変更前の内容を朱書で記載の上、添付してください。



第21号様式（第24条関係）

100センチメートル以上

森林開発行為に関する工事の標識

協議終了通知書の
日付及び番号

工 事 の 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

80 森林開発行為の目的
セ
ン 森林開発行為を行う
チ 者の氏名又は名称及
メ び住所ー

ト 工事施工者の氏名又
ル は名称及び住所
以
上 現場管理者の氏名又

は名称及び住所

森林開発行為の区域の略図

100

セ

ン

チ

メ

ー

ト

ル

以

上

備考 １ 材質は風雨に十分耐えるものを使用し、大きさは横100センチメートル以上、縦

80センチメートル以上、脚の長さは100センチメートル以上としてください。

２ 「森林開発行為の区域の略図」には、現在地、周辺の道路等を記載してください。

３ 開発計画の内容を変更したときは、速やかに、変更後の内容を記載してください。



第22号様式（第25条関係）

森林開発行為着手届

年 月 日

京都府知事 様

届出者（協議を終了した者）

住所（所在地）

氏名（名称）

京都府豊かな緑を守る条例第２１条第３項の規定により協議終了通知書の交付を受けた森

林開発行為に下記のとおり着手しましたので、同条例第２４条の規定により届け出ます。

記

協議終了通知書の

日付及び番号

森林開発行為に係る

森林の所在場所

着 手 年 月 日 年 月 日

森林開発行為の協議の結果を踏まえ、災害が生じないように適

正に森林開発行為に関する工事を施工します。

工 事 施 工 者
住所（所在地）

氏名（名称）

森林開発行為の協議の結果を踏まえ、災害が生じないように適

正に工事が施工されるよう、森林開発行為に関する工事を現場に

おいて管理します。

現 場 管 理 者
住所

氏名

備考 １ 森林開発行為に関する工事の標識の設置の状況の写真を添付してください。

２ 現場管理者について、建設業法等に係る技術者の資格を証する書類を添付してく

ださい。



第23号様式（第26条関係）

森林開発行為施行状況報告書

年 月 日

京都府知事 様

報告者（協議を終了した者）

住所（所在地）

氏名（名称）

京都府豊かな緑を守る条例第２１条第３項の規定により協議終了通知書の交付を受けた森

林開発行為について、同条例第２５条の規定により、下記のとおりその施行状況を報告しま

す。

記

協議終了通知書の

日付及び番号

森林開発行為に係る

森林の所在場所

報 告 に 係 る 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

設 計 出 来 高
進ちょく率

工 種 数 量 工 種 数 量 （％）

備考 １ 当該期間における工事の写真及び図面（平面図及び断面図）を添付してください。

２ 土工（切土、盛土等）、土留工、えん堤工等の工種ごとに、設計での計画数量と

現在の出来高を記載してください。

３ 進ちょく率は、計画数量と現在の出来高とを比較して算定してください。



第24号様式（第27条関係）

森林開発行為中止届

年 月 日

京都府知事 様

届出者（協議を終了した者）

住所（所在地）

氏名（名称）

京都府豊かな緑を守る条例第２１条第３項の規定により協議終了通知書の交付を受けた森

林開発行為を下記のとおり中止しましたので、同条例第２６条第１項の規定により届け出ま

す。

記

協議終了通知書の

日付及び番号

森林開発行為に係る

森林の所在場所

中 止 し た 年 月 日 年 月 日

中 止 の 期 間 年 月 日から 年 月 日まで

中 止 の 理 由

中 止 に 伴 う 措 置

備考 １ 「中止の理由」には、森林開発行為を中止する理由及び再開の見込みについて具

体的に記載してください。

２ 「中止に伴う措置」には、中止に当たり行った防災措置の内容を記載の上、その

防災措置の写真及び図面を添付してください。



第25号様式（第27条関係）

森林開発行為再開届

年 月 日

京都府知事 様

届出者（協議を終了した者）

住所（所在地）

氏名（名称）

京都府豊かな緑を守る条例第２１条第３項の規定により協議終了通知書の交付を受けた森

林開発行為を下記のとおり再開しますので、同条例第２６条第２項の規定により届け出ます。

記

協議終了通知書の

日付及び番号

森林開発行為に係る

森林の所在場所

中 止 届 の 提 出 日 年 月 日

再 開 す る 年 月 日 年 月 日

再 開 の 理 由

完 了 予 定 年 月 日 年 月 日

備考 １ 「再開の理由」には、森林開発行為を再開する理由について具体的に記載してく

ださい。

２ 森林開発行為計画書に添付した森林開発行為の施行能力に関する申告書の内容に

変更がある場合は、変更後の内容の森林開発行為の施行能力に関する申告書及びそ

の添付書類を添付してください。



第26号様式（第28条関係）

森林開発行為承継届

年 月 日

京都府知事 様

届出者（承継人）

住所（所在地）

氏名（名称）

京都府豊かな緑を守る条例第２１条第３項の規定により協議を終了した者の地位を下記の

とおり承継したので、同条例第２８条第３項の規定により届け出ます。

記

協議終了通知書の

日付及び番号

森林開発行為に係る

森林の所在場所

所有権の承継の原因

所有権の承継年月日 年 月 日

届出者に森林開発行為に係る森林の土地の所有権を移転して、

協議を終了した者の地位を承継させました。

被承継人の住所及び
被承継人

氏名
住所（所在地）

氏名（名称）

備考 １ 「所有権の承継の原因」には、相続、売買、贈与等の土地の所有権の承継の原因

を記載してください。

２ 「被承継人の住所及び氏名」は、特定承継の場合に記載してください。

３ 承継のあった森林に係る土地の登記事項証明書、承継人に係る森林開発行為の施

行能力に関する申告書及びその添付書類並びに承継人が法人である場合は法人の登

記事項証明書及び印鑑証明書、個人である場合は印鑑登録証明書を添付してください。



第27号様式（第29条関係）

森林開発行為完了届

年 月 日

京都府知事 様

届出者（協議を終了した者）

住所（所在地）

氏名（名称）

京都府豊かな緑を守る条例第２１条第３項の規定により協議終了通知書の交付を受けた森

林開発行為について、下記のとおり森林開発行為に関する工事を完了したので、同条例第

２９条第１項の規定により届け出ます。

記

協議終了通知書の

日付及び番号

森林開発行為に係る

森林の所在場所

着 手 の 年 月 日 年 月 日

完 了 の 年 月 日 年 月 日

完了した森林開発行

為の内容

備考 １ 当該森林開発行為に関する工事の写真及び図面（平面図及び断面図）を添付して

ください。

２ 「完了した森林開発行為の内容」には、森林開発行為に関する工事の施工内容を

記載してください。



第28号様式（第30条関係）

森林開発行為廃止届

年 月 日

京都府知事 様

届出者（協議を終了した者）

住所（所在地）

氏名（名称）

京都府豊かな緑を守る条例第２１条第３項の規定により協議終了通知書の交付を受けた森

林開発行為を下記のとおり廃止したので、同条例第３０条第１項の規定により届け出ます。

記

協議終了通知書の

日付及び番号

森林開発行為に係る

森林の所在場所

廃 止 の 年 月 日 年 月 日

廃 止 の 理 由

廃 止 に 伴 う 措 置

備考 １ 「廃止の理由」には、森林開発行為を廃止する理由を具体的に記載してください。

２ 「廃止に伴う措置」には、廃止に当たり行った復旧措置等の内容を記載の上、そ

の復旧措置等の写真及び図面を添付してください。



第29号様式（第33条関係）

80センチメートル以上

土砂搬入禁止区域の標識

この森林の区域は、京都府豊かな緑を守る条例第３４条第１項の規定により、下

記のとおり土砂の搬入を禁止する区域として指定されたので、いかなる理由があっ

ても、この土砂搬入禁止区域に土砂を搬入してはならない。

記
80
セ 土砂搬入禁止区域の所在場 番ほか（区域を示す図面のとおり）
ン 所及び面積
チ
メ 土砂搬入禁止区域の指定の期間ー

ト 土砂搬入禁止区域の指定の理由
ル
以 そ の 他 土砂搬入禁止区域に土砂を搬入した者は、６月以下
上 の懲役又は５０万円以下の罰金に処せられます。

土砂搬入禁止区域の指定の期間は、延長されること
があります。

土砂搬入禁止区域の区域を示す図面（現地に明示した区域）

100

セ

ン

チ

メ

ー

ト

ル

以

上

備考 土砂搬入禁止区域の指定の期間を延長した場合は、「土砂搬入禁止区域の指定の期間」について

は延長後の期間を、「土砂搬入禁止区域の指定の理由」については延長の理由を標示すること。


